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1. はじめに
近年，膨潤性粘土鉱物であるスメクタイト類を含む地山

の膨張によってトンネル路面が破壊されるといった事例が

多く報告されている．高度経済成長期から半世紀が経ちイ

ンフラ劣化が社会問題となっている今日，地中構造物の設

計や維持管理の高度化・合理化のために，地山の膨張現象

の解明とその合理的な予測評価手法の確立は喫緊の課題で

ある．本研究では膨潤性地山におけるトンネルの盤ぶくれ

問題に対する解析プロセスを提案する．また高精度・高効

率の数値解析に実現するために，地盤材料に良く使われて

いる膨潤性を考慮した修正 Cam-Clayモデルに対して，リ

ターンマッピングの定式化を行う．更に開発した解析コー

ドを用いた数値計算例を示す．

2. 本研究の解析プロセス
本研究では，スメクタイトなどの鉱物の吸水膨潤に伴う，

トンネルの応力分布を正確に評価するために，下記の三つ

の解析を行った．

(1) 自重解析

(2)節で計算する掘削解析を実行するため，掘削前の地盤

の応力情報が必要である．この応力状態を得るために，静

的釣り合い式 (1)より，掘削前地盤の応力状態を計算する．

div σ + f = 0 (1)

ここで，σは応力テンソルであり， f は体積力ベクトルで

ある．自重解析における境界条件として，図 1の左に示す

状況を想定する．計算された掘削領域及び非掘削領域の応

力状態をそれぞれ σA，σBと表記する．

図–1 境界条件（左：自重解析，右：掘削解析）
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(2) 掘削解析

自重解析完了時に領域 Aの表面に作用する荷重ベクトル

は式 (2)により計算することができる．

Fext =

∫
VA

BTσAdVA −
∫

VA

NT fdVA (2)

ここで，Bは有限要素法における変位ーひずみ関係を規定

する行列であり，Nは形状関数である．掘削解析では，領

域 Aの要素を除去後に領域 Bの新たな境界面に Fext を徐々

に作用させることで，掘削に伴う応力解放を実現する．

(3) 膨潤解析

修正カムクレイモデルをベースにした膨潤モデルの基本

式は下記の通りである．

ひずみ速度加算分解：

ε̇ = ε̇e + ε̇p + ε̇swe (3)

亜弾性構成則：

σ̇ = Ce
(σ) : ε̇e　 (4)

ここに，弾性係数テンソル Ce
(σ)は有力応力に依存するので，

下記のように表せる．

Ce
(σ) = C̄p

C̄ = K̄I(2) ⊗ I(2) + 2Ḡ
(
I(4) −

1
3

I(2) ⊗ I(2)

)
　

K̄ =
1 + e0

κ̃
, Ḡ =

3(1 − 2µ)
1 + µ

K̄

降伏関数：

f (σ, α) = MD

ln
(

p′

pc0

)
+ ln

 M2 +
(

q
p′

)2

M2


 − α (5)

関連塑性流れ則：

ε̇p = γ̇
∂ f (σ, α)
∂σ

(6)

硬化パラメータ：

α = ε
p
v = tr εp (7)

ここに，ε̇sweは膨潤ひずみ速度である．その他の変数は従来

の修正 Cam-Clayモデル一緒であるので，説明は省略する．
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3. 膨潤解析におけるリターンマッピングアルゴ
リズムの構築

本節では，修正Cam-Clayモデルに対するリターンマッピ

ングアルゴリズムの定式化を行う．同アルゴリズムは Simo1)

らによって基本的な考え方が示されたが，拘束圧依存型の

亜弾性構成則を用いた本来の Cam-Clayモデルに対する定

式化は著者らの知る限りこれまでに行われていない．負荷

と降伏判定された際に解くべき非線形連立方程式は式 (8)の

ようにまとめられる．
Rn+1(εp

n+1,∆γn+1) = −εp
n+1 + ε

p
n + ∆γn+1

∂ fn+1

∂σn+1
= 0

fn+1 = f (σ(εp) n+1,∆γn+1) = 0
(8)

式 (8)をNewton-Raphson法で解くために，これらの式に

線形化を施すと次式が得られる．
Rn+1 +

∂Rn+1

∂εp
n+1

: δεp +
∂Rn+1

∂(∆γn+1)
δ(∆γ) = 0

fn+1 +
∂ fn+1

∂εp
n+1

: δεp +
∂ fn+1

∂(∆γn+1)
δ(∆γ) = 0

(9)

式 (9)より，修正量 δεp, δ∆γは以下のように表される．

δ(∆γ) =

fn+1 −
∂ fn+1

∂εp
n+1

:
∂Rn+1

∂εp
n+1

−1

: Rn+1

∂ fn+1

∂εp
n+1

:
∂Rn+1

∂εp
n+1

−1

:
∂Rn+1

∂∆γn+1
− ∂ fn+1

∂∆γn+1

(10)

δεp = −
∂Rn+1

∂εp
n+1

−1

:
[
Rn+1 +

∂Rn+1

∂∆γn+1
δ(∆γ)

]
(11)

全体系の釣り合い式を Newton-Raphson法で解く際には，

応力更新アルゴリズムに整合する接線係数が必要となる 2)．

上記の陰的な応力更新アルゴリズムの整合接線係数 Cep は

以下のように表すことができる．

Cep = Ξn+1 −
Ξn+1 :

∂ fn+1

∂σn+1
⊗ Ξn+1 : ηn+1

I(2) :
∂ fn+1

∂σn+1
+ ηn+1 : Ξn+1 :

∂ fn+1

∂σn+1

(12)

ここに，
Ξn+1 =

Ce −1
(σn+1) :

(
I(4) −

1
3

C̄ : (εe
n+1 − εe

n)
)
⊗ I2 + ∆γ

∂2 fn+1

∂σ2
n+1

−1

ηn+1 =
∂ fn+1

∂σn+1
− ∆γI(2) :

∂2 fn+1

∂σ2
n+1

(13)

である．

4. 解析例
(1) 自重及び掘削解析結果

解析モデルの寸法を 20m× 20m× 1mに設定し，線形弾性

則を用いて自重解析を行った．自重による平均有効応力の

分布を図 2の左側に示す．自重の効果で平均応力が深さに

比例して漸増していくことが確認できる．なお，水平方向

に完全に均質な分布が得られないのはメッシュ形状の影響

であり，メッシュサイズを細かくすることで緩和すること

ができる．

自重解析により得た応力を初期状態に修正 Cam-Clayモ

デルを用いて掘削解析を行った．掘削完了時の平均応力分

布を図 2の右側に示す．掘削に伴う応力解放及び応力再分

布を確認できる．
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図–2 平均応力分布（左：自重解析，右：掘削解析）

(2) 膨潤解析結果

掘削解析に引き続き，膨潤解析を行った．図 3（左）に示

す膨潤領域に 5%の等方的な膨潤ひずみを設定した．膨潤

解析後の平均応力分布を図 3の右側に示す．膨潤領域内及

びトンネルインバート両端では顕著な応力上昇が見られる．

インバート中央における隆起量は 31cmに達した．
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図–3 膨潤解析結果（左：境界条件，右：解析結果）

5. 結論
本研究では，膨潤性地山におけるトンネルの挙動を定量的

に評価するための解析プロセスを示した．また，修正 Cam-

Clayモデルをベースにした膨潤モデルに対するリターンマッ

ピングアルゴリズムを定式化した．更に開発した数値解析

コードを用いた数値例を示すことで，定量評価が可能であ

ることを示した．

謝辞: 本研究は JSPS科研費 16H02361の助成を受けたも

のである．

参考文献
1) Simo, J.C. and Hughes, T.J.R. (1998), “Computational Inelastic-

ity”, New York:Springer
2) Simo, J.C., and Taylor, R.L.,(1985), “Consistent Tangent Opera-

tor for Rate-lndependent Elastoplasticity”,Computer Meth. in Ap-
plied Mech. and Eng. Vol.48, 101-118.

III-237 令和2年度土木学会全国大会第75回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - III-237 -


